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   平成18年度決算の概要を取りまとめましたのでお知らせします。なお、決算につ

いては、監査委員の審査を経て、9月26日に開会が予定されている第３回定例市議
会において認定に付されることとなります。

（注）この資料中の金額は、原則として、各計数ごとに四捨五入で表示
しています。したがって、文中及び各表中の数値とその内訳の合計値と
は、一致しない場合があります。



461

2,005

（単位：百万円）

2定
市営住宅アスベスト対策、国民健康保険会計への繰上充用財源
相当分の貸付金・繰出金など

市税過誤納還付、中学校改築、障害者自立支援法施行に伴うシ
ステム改修など

３定

時期 主な補正項目補正規模

４定

1定

計 2,944

道路・河川の防災対策、私立保育所改築・新築費補助、寄附金
の基金への積立など

1,050

職員費等の減、白菊会館解体撤去▲ 573

１ 一般会計予算の状況

18年度の当初予算は、平成16年度に策定した「財政構造改革プラン」に基づく事務事業
の見直しを進める一方で、「新まちづくり計画」に位置付けた施策や事業へ積極的な予算配
分を行った結果、前年度比1.2％の減となりました。

年度途中には、公共施設に使用されているアスベストの除去や防災対策関連事業などの増
額補正の一方で、職員の給与改定に係る職員費の減額補正を実施するなど、補正総額は29億
44百万円（下記参照）となりました。さらに、前年度からの繰越額が69億22百万円あり、
最終予算額は7,938億65百万円となりました。

784,000

793,500

18年度

17年度

予算の状況

当初予算額 補正額 繰越額

815,865

(単位：百万円)

793,865

伸率 11,486

10,879

補正予算の経緯

伸率

▲1.2%
▲2.7%

6,9222,944

最終予算額

最終予算額

－1－



歳  入 歳  出 形式収支 実質収支
Ａ 執行率 Ｂ 執行率 Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｅ＝Ｃ－Ｄ

17年度 791,848 97.1 788,239 96.6 3,609 2,120 1,489 750

18年度 768,433 96.8 764,356 96.3 4,077 1,754 2,323 1,200

（単位：百万円、％）

翌年度繰
越財源Ｄ

積 立 金

一般会計決算の状況

768,433

764,356

762,000

763,000

764,000

765,000

766,000

767,000

768,000

769,000

770,000

歳入決算額 歳出決算額
0

2  一般会計決算の状況

18年度決算の収支につい
ては、歳入7,684億33百万
円から歳出7,643億56百万
円を差し引いた形式収支で
40億77百万円の黒字。ここ
から翌年度に繰越した事業の
財源となる、17億54百万円
を差し引いた純剰余金（実質
収支）は23億23百万円とな
り、このうち12億円を財政
調整基金に積立て、残余を
19年度に繰越しました。

最終予算額に対する執行率
は、歳入については
96.8 ％ 、 歳 出 に つ い て は
96.3%と、前年度に比べ、
歳入、歳出ともに0.3ポイン
トの減となりました。歳出の
執行率が下がった主な理由
は、自立支援法による給付が
見込みよりも少なかったこと
や、暖冬による除雪費の不用
が多かったことが挙げられま
す。

財政調整基金の状況
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支消額(予算) 支消額(決算) 年度末現在高

（単位：億円）

厳しい財政状況のなか、歳
入で市税や地方交付税などが
見込みを上回る収入を確保で
きたことや、歳出で効率的な
事業執行と可能な限り経費の
節減に努めたことなどによ
り、財政調整基金について予
算計上した46億円の取崩し
を取りやめることとしまし
た。

平成18年度決算の剰余金
のうち12億円を積み立てた
結果、財政調整基金の18年
度末現在高は162億円（19
年度末現在高見込額114億
円）となりました（財政調整
基金の年度末残高のピークは
昭和56年度の287億円）。

(単位：百万円)

9６.８％ 96.３％

4,077

1,754

2,323

７６９，０００

７６４，０００

実質収支

翌年度
繰越財源

形式収支

執行率 執行率
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2,257,334 2,270,390 2,253,324 2,207,145 2,142,313

1,145,710 1,175,230 1,181,189 1,157,807 1,118,175

0
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一般会計

全会計合計

市債現在高

経常収支比率

92.8%

92.0%

93.7%

91.7%

94.3%
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80.0%

82.0%

84.0%

86.0%

88.0%

90.0%

92.0%

94.0%
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指定都市平均経常収支比率（17年度まで）

本市経常収支比率

本市経常収支比率（基金借入を借換債とみなした場合）

標準的な自治体の財政規模に対する公債費相当額の
割合を示す指標である実質公債費比率については、基
金借入を行ったことにより、基金への積み立て額が不
足していると見なされ、その不足分が公債費相当額に
上乗せされたことなどにより、前年度から0.5ポイン
ト増の14.5％となりました。

（単位：百万円）

2.6% 0.5% ▲2.0%

（普通会計ベース） （普通会計ベース）

財政運営の弾力性や自由度を示す指標である経常
収支比率については、市税の増や公債費の減などに
より、前年度に比べ2.2ポイント好転し、94.3%と
なりました（なお、基金借入を借換債とみなした場
合は92.0％となります。）。
（グラフ中の経常収支比率は、減税補てん債及び臨
時財政対策債を一般財源とみなして算出したもので
す。）

主要財政指標の状況

※現在高は、満期一括償還準備積立金を償還とみなし、借換債の発行抑制に伴う基金から
の借入を市債とみなした場合の額である。

市債現在高については、普通建設事業に係る市債及び地方交付税からの振替による臨時財政対策
債発行額の減少により、市債発行額が大きく減少したため、18年度末の一般会計市債現在高は1
兆1,181億75百万円、前年度比396億32百万円（3.4％）の減となり、前年に引き続いての減
少となりました。全会計市債現在高は、２兆1,423億13百万円、前年度比648億32百万円
（2.9％）の減となりました。

なお、いずれの指標も大きな好転は見込めないため、今後も一層効率的な財政運営に努めていく必要があります。

伸率

▲3.4%

0.6%
▲0.8% ▲2.0% ▲2.9%

伸率
伸率伸率

伸率

伸率伸率伸率

実質公債費比率

⑰14.0％　⇒　⑱14.5％

　～18％
　　　国の同意がなくとも起債が可能
　
　18～25％
　　　起債に際し、国の許可が必要
　
　25％～
　　　単独事業等の起債が制限

（17年度指定都市平均　18.5％）

－3－



3  主な歳入・歳出の概要

265,980 113,087 114,652 116,642
43,496

114,577

261,123 112,837 126,461 124,249
62,251

104,927

18年度

17年度

主な歳入の概要

市税 地方交付税 国庫支出金 諸収入 市債 その他（譲与税、交付金など）

（単位：百万円）

4,857 250 ▲ 11,809 ▲ 7,608 ▲ 18,755 9,650
▲ 23,415

市　　　税
市税は、老年者控除の廃止及び定率減税の縮減などの制度改正による個人市民

税の増や、市外本店法人の収益改善による法人市民税の増などにより、前年度に
比べ1.9％増の2,660億円となりました。収入率は納税対策強化の効果を反映
し、前年度より0.3ポイント増の94.9％となりました（詳細は8ページのとお
り）。

地方交付税
地方交付税は、税源移譲に伴う所得譲与税の増などにより基準財政収入額が増

加したものの、社会福祉費の増などにより基準財政需要額が増加したため、交付
額は前年度比0.2％増の1,131億円となりました。

なお、臨時財政対策債の発行額を含めた広義の地方交付税としては、前年度に
比べて67億円の減となります。

国庫支出金
国庫支出金は、生活保護費負担金の増があったものの、児童手当・児童扶養手

当負担金の一般財源化による減などにより、前年度比9.3%減の1,147億円とな
りました。

諸　収　入
諸収入は、貸付金元利収入の減などにより、前年度比6.1%減の1,166億円と

なりました。

市　　　債
市債は、市立大学の整備終了や道路・街路事業の減及び臨時財政対策債や減税

補てん債の減などにより、前年度比30.1%減の435億円となりました。

(1.9%) (0.2%) （▲9.3%) （▲6.1%) （▲30.1%) (9.2%)
（▲3.0%)

21,998

うち　臨時財政対策債

15,000

うち　臨時財政対策債

791,848
総額

768,433
総額

－4－



198,597 85,906 76,308

30,356
94,957 123,030 102,954

52,248

198,897 82,194 93,618
30,586

95,926 125,991 103,807

57,219

18年度

17年度

主な歳出の概要

保健福祉費 経済費 土木費 教育費 公債費 諸支出金 職員費 その他（総務費など）

（単位：百万円）

▲ 300

3,712

▲ 17,310

▲ 230
▲ 969 ▲ 4,971 ▲ 23,882

保健福祉費
保健福祉費は、自閉症者自立支援センターの建設終了による減などにより、前

年度比0.2%減の1,986億円となりました。

経　済　費
経済費は、札幌元気基金関連資金貸付金や中小企業金融対策資金等貸付金の増

などにより、前年度比4.5%増の859億円となりました。

土　木　費
土木費は、道路除雪費や道路新設改良費、街路事業費及び公園緑地整備費の減

などにより、前年度比18.5%減の763億円となりました。

公　債　費
公債費は、償還利子の減などにより、前年度比1.0%減の950億円となりま

した。

教　育　費
教育費は、小学校施設改修費の減などにより、前年度比0.8%減の304億円と

なりました。

職　員　費
職員費は、給料表のマイナス改定及び職員数の削減に伴う職員給与の減など

により、前年度比0.8%減の1,030億円となりました。

諸 支 出 金
諸支出金は、老人医療会計及び介護保険会計への繰出金などの増があったも

のの、高速電車事業会計への繰出金・出資金や土地区画整理会計への繰出金な
どの減により、前年度比2.4%減の1,230億円となりました。

（▲0.2%)

(4.5%)

（▲18.5%)

（▲0.8%)
（▲1.0%)

▲ 2,961
（▲2.4%)

▲ 853
（▲0.8%)

（▲8.7%)

788,239

総額

764,356

総額

（▲3.0%)

－5－



・中の島まちづくりセンター
・北海道さっぽろ「食と観光」情報館
・地下鉄駅エレベーター（1か所）
・知的障害者通所授産施設（1か所）
・感染症病棟
・東区保育・子育て支援センター
・私立保育所（新築2か所、改築3か所）
・特別養護老人ホーム（新築3か所）
・軽費老人ホーム（新築1か所）
・公園（22か所）
・市営住宅（新築1団地 63戸、建替1団地 84戸）

（参考）平成18年度中に完成した主な施設

112,051 165,747 66,738

94,440

95,856

64,243

165,281

114,474 163,571 85,860

95,417

92,984

64,575

171,358

18年度

17年度

性質別歳出の概要 （一般会計ベース）

人件費 扶助費 普通建設事業費 公債費 貸付金 繰出金 その他（物件費、
維持補修費など）

（単位：百万円）

▲ 2,423
2,176

▲ 19,121

▲ 977 2,872

▲ 331

▲ 6,077

人　件　費
人件費は、給料表のマイナス改定及び職員数の削減に伴う職員給与の減や時間

外手当の減などにより、前年度比2.1%減の1,121億円となりました。

扶　助　費
扶助費は、児童手当支給費や生活保護費の増などにより、前年度比1.3%増の

1,657億円となりました。

普通建設事業費
普通建設事業費は、伏見中学校改築による増があったものの、札幌市立大学の

整備終了及び自閉症者自立支援センター建設の終了による減や道路新設改良費、
街路事業費の減などにより、前年度比22.3%減の667億円となりました。

公　債　費
公債費は、償還利子の減などにより、前年度比1.0%減の944億円となりまし

た。

貸　付　金
貸付金は、札幌元気基金関連資金貸付金や中小企業金融対策資金等貸付金の増

などにより、前年度比3.1%増の959億円となりました。

繰　出　金
繰出金は、土地区画整理会計への繰出金の減などにより、前年度比0.5％減の

642億円となりました。

（▲2.1%)
(1.3%)

（▲22.3%)

（▲1.0%) (3.1%)

（▲0.5%)

（▲3.5%)

788,239
総額

764,356

総額

▲ 23,882

（▲3.0%)

・耐震性貯水槽（2基）
・小学校（改築1校）
・中学校（改築1校）
　

－6－



歳  　入 歳 　 出 形式収支 実質収支
Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｅ＝Ｃ－Ｄ
6,613 6,613 0 0 0

122 122 0 0 0
339 328 11 0 11
280 189 90 0 90

189,313 197,086 ▲ 7,773 0 ▲ 7,773
171,537 173,164 ▲ 1,628 0 ▲ 1,628

82,816 81,141 1,674 0 1,674
1,235 965 269 0 269

134 101 33 0 33

419,837 419,837 0 0 0

（▲）

20,386 21,192 ▲ 806 ▲ 16,082 2,935
1,956 4,406 ▲ 2,450 ▲ 2,328 3,907
1,313 1,306 7 167 408

50,119 49,360 759 ▲ 341,223 ▲ 1,825
45,067 43,239 1,828 1,333 7,206
44,300 44,840 ▲ 541 ▲ 26,045 8,334

▲ 384,178 20,965合 計 163,141 164,343 ▲ 1,203

高 速 電 車 事 業 会 計

収 益 的
収 入 Ａ

収 益 的
支 出 Ｂ

差 引
Ａ － Ｂ

累 積 資 金
残 高

未 処 分利 益剰 余金
未 処 理 欠 損 金

合 計 452,387 459,711 ▲ 7,324 0

中 央 卸 売 市 場 事 業 会 計

軌 道 事 業 会 計

砂 防 用 地 先 行 取 得 会 計

水 道 事 業 会 計

（単位：百万円）

翌年度繰
越財源 Ｄ

▲ 7,324

公 債 会 計

（単位：百万円）

土 地 区 画 整 理 会 計
団 地 造 成 会 計
駐 車 場 会 計

下 水 道 事 業 会 計

母子寡婦福祉資金貸付会計
国 民 健 康 保 険 会 計
老 人 医 療 会 計
介 護 保 険 会 計
基 金 会 計

病 院 事 業 会 計

4  特別会計・企業会計決算の概要

特別会計決算の概要

企業会計決算の概要

　実質収支が赤字となった国民健康保険・老人医療の2会計については、19年度歳入から
繰上充用を行いました。
　砂防用地先行取得会計については、先行取得用地の国による買取り及び公債償還の終了に
より、平成18年度をもって廃止したため、剰余金は翌年度の一般会計へ引継ぎました。

※

※
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Ａ 構成比 Ｂ 構成比 Ｃ 構成比 Ｃ － Ａ 伸 率 Ｃ － Ｂ 伸 率

100.0合 計 261,123 100.0 260,700 100.0 265,980

68 1.7

5,280 2.04,857

11.4

1.9

1.8 ▲ 51 ▲ 0.2

滞 納 繰 越 分 3,943 1.5 3,600 1.4 4,011 1.5

399

411

0.3

そ の 他 24,185 9.3 24,668 9.5 24,617 9.3 432

9.5

固 定 資 産 税
都 市 計 画 税

129,722 49.7 122,970 47.2 123,369 46.4 ▲ 6,353 ▲ 4.9

12.4 4,007 13.9

9.0 1,669 2.1

法 人 市 民 税 28,910 2,85211.1 30,065 11.5 32,917

6,703個 人 市 民 税 74,363 28.5 79,397 30.5 81,066 30.5

4,789 1.9 4,869 1.998.5 257,100 98.6現 年 課 税 分 261,969 98.5257,180

17 年 度 18 年 度

17 年 度 決 算 比 18 年 度 予 算 比決 算 額

（単位：百万円、％）

予 算 額 決 算 額

（別　紙）

平成18年度市税決算の概要

市税決算の概要

269,349

258,380

268,215

258,255
261,123

268,836

265,980

94.9

91.9

93.3

94.1

94.4
94.6

94.0

240,000

245,000

250,000

255,000

260,000

265,000

270,000

275,000

280,000

285,000

290,000

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

89.0

90.0

91.0

92.0

93.0

94.0

95.0

市税決算額 収入率（四捨五入）

0.0

（単位：百万円、％）

問い合わせ先
　　税政部税制課
  ℡  211-2282

18年度の市税決算額は、現
年課税分・滞納繰越分合わせ
て、前年度を48億57百万円
（1.9％）上回る2,659億80
百万円となりました。また、
予算額に対しては、52億80
百万円（2.0％）の増となりま
した。

税目別では、固定資産税・
都市計画税は評価替えに伴い
前年度を下回ったものの、個
人市民税及び法人市民税は前
年度を上回る結果となりまし
た。

収入率については、前年度
に対し、現年課税分で0.1ポイ
ント、滞納繰越分で1.1ポイン
ト上回り、市税合計で0.3ポイ
ント上回る94.9％となりまし
た。

0
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